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車        種

原動機付
自  転  車

税 　額

2,000円

2,000円

2,000円

2,000円

2,400円

特定小型原動機付自転車

50cc 又は 0.6kW 以下

90cc 又は 0.8kW 以下

125cc 以下かつ 4.0kW 以下

125cc 又は 1.0kW 以下

3,700円ミニカー

　 ～令和７年度に適用された主なもの～
●個人住民税
・定額減税
　令和６年度の個人住民税において対象にならなかった、控除対象配偶者に該当しない同
一生計配偶者に係る定額減税を令和７年度の個人住民税で行います。対象となる方は、納税
義務者本人の前年の合計所得金額が1,000万円超1,805万円以下で、生計を一にする配偶者
（前年の合計所得金額が48 万円以下の方で国外居住者を除く。）を有する方となります。
　定額減税額・・・１万円
　※減税額が個人住民税所得割を上回る場合は、所得割額が減税の限度額になります。
　※均等割額及び森林環境税については、減税の適用はありません。

●軽自動車税
・二輪車の車両区分の新設（軽自動車税種別割）【令和７年度地方税制改正分】　
　令和６年11月13日施行の道路運送車両法施行規則の一部改正に基づき、総排気量125cc 
以下で最高出力を4. 0 kW（50cc 相当）以下に制御したバイク（新基準原付バイク）に係る
軽自動車税種別割の税率を年額2,000 円（50cc 原付と同額）とする。
　※現行の50cc原付バイクは、令和７年11月以降、新たな排ガス規制への適合が困難であ
　　ること等により、今後の生産・販売の継続が困難となる。
　
　　　　　

　適用時期 　　令和８年度分から適用　

●国民健康保険税
・負担の上限となる賦課限度額引き上げについて
　　基礎課税額を65万円から66万円に引き上げました。
　　後期高齢者支援金等課税額を24万円から26万円に引き上げました。
・低所得世帯への軽減判定基準拡大について
　　5割軽減の対象となる所得の算定における被保険者等の数に乗ずべき金額を29万5千円
から30万5千円に、2割軽減の対象となる所得の算定における被保険者等の数に乗ずべき金
額を54万5千円から56万円に拡大しました。

第１章　市税とくらし

①市税の収入はいくら？

 

市債
66億4,790万円
4.4%

市税
525億4,696万円

34.8%

地方交付税
203億7,155万円

13.5%

国・県支出金
380億9,057万円

25.3%

その他
272億4,263万円

18.1%

諸収入
59億3,827万円
3.9%

◆いわき市の収入

◆市税収入の内訳

歳入予算

個人市民税
164億9,142万円

31.4%

法人市民税
33億6,808万円

6.4%

都市計画税　35億6,087万円　6.8%

事業所税　24億4,205万円　4.6%

市たばこ税　28億3,460万円　5.4%

その他の税　11億5,635万円　2.2%

固定資産税
226億9,359万円

43.2%

④税制改正等による変更点
　税制改正等による変更点は次のとおりです。

1,508億3,788万円

　市の収入は、市民の皆さんに納めていただく市税を中心とした自主財源と、国や県から市の
仕事に対して支出される国・県支出金、国税の一部から全国の市町村に配分される地方交付税
などの依存財源からなっています。
　いわき市の令和７年度の当初歳入予算は1,508億3,788万円で、そのうち市税は525億4,696
万円と収入全体の34.8％を占め、重要な財源となっています。
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市

税

市 民 税

固 定 資 産 税

市 た ば こ 税

鉱 産 税

軽   自   動   車   税

入 湯 税

都 市 計 画 税

事 業 所 税

………

普 通 税

………

………

………

………

………

………

………

………

目 的 税

国民健康保険税

P 6

P25

P36

P42

P42

P43

P43

P44

P45

　普通税は、納められた税金の
使いみちが特定されず、どのよ
うな事業の費用にもあてるこ
とができる税金です。

　目的税は、納めら
れた税金の使いみち
が特定されている税
金です。

②市の収入１万円の使いみち

 

歳歳出出予予算算のの内内訳訳

民生費 3,950円

総務費 1,250円

衛生費 1,110 円

土木費

880円教育費

公債費

1,110円

810円

農林水
産業費

消防費 310円

250円

90円

240円

その他

商工費

※表示単位未満を四捨五入しているため、積み上げが
　合計と一致しない場合があります

児童、高齢者、障がい者、生活保護などの福祉の充実、保育所の運営のための費用

戸籍、住民登録などの仕事、市役所の管理運営のための費用

ごみ、し尿処理、各種検診や予防接種など保健衛生のための費用

道路・橋の新設整備、住宅建設、公園の整備など都市整備のための費用

小中学校の管理、校舎、体育館等の新増築などの教育・文化の振興のための費用

市債の償還、利子などの支払いのための費用

消防、水防、災害対策のための費用

商工業、観光振興のための費用

農業、水産業、林業振興奨励のための費用

災害復旧費、市議会の運営などのための
費用、労働福祉事業などのための費用

③いわき市の税体系 

　市民の皆さんに納めていただいた市税がどのように活用されているか、市の収入の総額を
１万円に換算して表しました。

　市税とは、市に納める税金の総称です。これに対して、国に納める税金を国税、県に納める
税金を県税といいます。
　現在、市民の皆さんに納めていただいている市税には、次のものがあります。

民生費
596億
792万円

商工費
37億2,878万円

消防費
47億2,702万円

農林水産業費
36億6，843万円

その他
13億480万円

公債費
121億
9,056万円

教育費
131億
9,703万円

土木費
167億
3,137万円

衛生費
167億
8,941万円

総務費
188億
9,616万円

 

 

歳出予算
1,508億
3,788万円
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義務者本人の前年の合計所得金額が1,000万円超1,805万円以下で、生計を一にする配偶者
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軽自動車税種別割の税率を年額2,000 円（50cc 原付と同額）とする。
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　　基礎課税額を65万円から66万円に引き上げました。
　　後期高齢者支援金等課税額を24万円から26万円に引き上げました。
・低所得世帯への軽減判定基準拡大について
　　5割軽減の対象となる所得の算定における被保険者等の数に乗ずべき金額を29万5千円
から30万5千円に、2割軽減の対象となる所得の算定における被保険者等の数に乗ずべき金
額を54万5千円から56万円に拡大しました。
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固定資産税
226億9,359万円
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④税制改正等による変更点
　税制改正等による変更点は次のとおりです。
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　市の収入は、市民の皆さんに納めていただく市税を中心とした自主財源と、国や県から市の
仕事に対して支出される国・県支出金、国税の一部から全国の市町村に配分される地方交付税
などの依存財源からなっています。
　いわき市の令和７年度の当初歳入予算は1,508億3,788万円で、そのうち市税は525億4,696
万円と収入全体の34.8％を占め、重要な財源となっています。
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　①所得金額の計算

　●所得の種類とその概要

　●非課税所得
　次のような所得は、収入金額の多少にかかわらず非課税所得として区分され、個人市県民
　税の対象になりません。

※個人市県民税は、前年中の所得を基準として計算されます。ただし、退職所得については、退職
　金支払時にその支給額に応じて税額を計算し、退職金より差し引きます。

収入金額 必要経費等 所得金額－ ＝

所得の種類 所得の内容 所得金額の計算方法
利子所得

総

　
　合

　
　課

　
　税

　
　所

　
　得

配当所得

不動産所得

事業所得
営業

農業

給与所得

雑所得

一時所得

譲渡所得

譲渡所得

短期

長期

短期

長期
分
　離
　課
　税
　所
　得

上場株式等の譲渡所得

一般株式等の譲渡所得

先物取引

退職所得

山林所得

公債、社債、預貯金などの利子   

株式や出資金の配当など

地代、家賃、権利金など

営業をしている場合に生じる所得

農業をしている場合に生じる所得

給与、賃金、賞与など

年金、恩給など（公的年金等）

他の所得にあてはまらない所得

生命保険・損害保険契約の満期返戻金など

分離譲渡以外の資産の譲渡（5年以内保有の譲渡）

分離譲渡以外の資産の譲渡（5年超保有の譲渡）

土地などの資産の譲渡（5年以内所有の譲渡）

土地などの資産の譲渡（5年超所有の譲渡）

株式等有価証券の譲渡

先物取引に係る雑所得等

退職金、一時恩給など

山林の伐採または譲渡による所得

収入金額

収入金額－株式などの元本取得のために要した負債の利子

収入金額－必要経費

収入金額－必要経費

収入金額－必要経費

収入金額－必要経費

収入金額－必要経費

収入金額－給与所得控除額又は特定支出控除額　Ｐ.９ 参照

収入金額－公的年金等控除額　Ｐ. ９参照

（収入金額－必要経費－特別控除額）×１／２

（収入金額－必要経費－特別控除額）×１／２

収入金額－必要経費－特別控除額

収入金額－必要経費－特別控除額

収入金額－必要経費－特別控除額

申告分離課税　　　　　　　　Ｐ. 16参照

上場株式等の配当等所得 株式や出資金の配当 収入金額－株式などの元本取得のために要した負債の利子

（収入金額－退職所得控除額）×１／２

代表的な非課税所得
・傷病者や遺族などが受け取る恩給、年金など
・給与所得者の出張旅費、通勤手当（通勤手当は一定の限度額まで）
・損害保険金、損害賠償金、慰謝料など
・雇用保険の失業等給付
・障害者等の少額預金及び少額公債（それぞれ元本350万円以下）の利子
・児童手当、児童扶養手当

～令和８年度から適用される主なもの～
●個人住民税
・特定親族特別控除の創設
　所得割の納税義務者が生計を一にする年齢19 歳以上23 歳未満の親族等（その納税義務
者の配偶者及び青色事業専従者等を除くものとし、前年の合計所得金額が123 万円以下で
あるものに限る。）で控除対象扶養親族に該当しないものを有する場合には、その納税義務
者の前年の総所得金額等から次のとおり控除額を控除します。

●たばこ税
・市税たばこ税の課税標準見直し
〇加熱式たばこの課税方式の見直し【令和７年度地方税制改正分】
　加熱式たばこに係る国及び地方のたばこ税の課税標準について、当分の間、次に掲げる
加熱式たばこの区分に応じ、それぞれ次に定める方法により換算した紙巻たばこの本数と
する。
　イ　紙その他これに類する材料のもので巻いた加熱式たばこ
　　当該加熱式たばこの重量の0.35 g をもって紙巻たばこの一本に換算する方法
　ロ　上記イ以外の加熱式たばこ
　　当該加熱式たばこの重量の0.2g をもって紙巻たばこの一本に換算する方法

　

　　適用時期　　第一段階 令和８年 ４月１日
　　　　　　　　第二段階 令和８年10月１日

現行の換算方法 改正後の換算方法

親族等の合計所得金額給与収入 控除額 控　除

58万円以下123万円以下 45万円 特定扶養控除

58万円超95万円以下123万円超160万円以下 45万円

95万円超100万円以下160万円超165万円以下 41万円

100万円超105万円以下165万円超170万円以下 31万円

105万円超110万円以下170万円超175 万円以下 21万円

110万円超115万円以下175万円超180万円以下 11万円

115万円超120万円以下180万円超185万円以下 6万円

120万円超123万円以下185万円超188万円以下 3万円

特定親族特別控除

現行の換算方法×1.0 －

現行の換算方法×0.5

現　　　　行

第一段階
改正後

第二段階

新換算方法×0.5

－ 新換算方法×1.0
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